
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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給与水準の適正度   （国との比較）
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

滝沢村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】類似団体平均を下回っているが、ここ数年僅かながらも上昇を続けている（前年度比0.02ポイント向上）。昨
年度に引き続き税収納部門の強化による村税収納率向上対策の成果が現れていることも改善の一つの要因となっている
（前年度比0.8％向上）。また、平成17年度開始の戦略型の総合計画に合わせて産業振興部門における特産品開発や産
業振興を強化し、今後も村民所得の増加を図りながら財政力指数の本質的な向上を狙う。
【経常収支比率】前年度から0.8ポイント増加し、類似団体における平均的な値となった。分流式下水道等に要する一般会
計から繰出金について、基準に基づき算定したことによる経常経費増が主な要因となっている。今後も事務事業の見直し
を更に進めるとともに、全ての事務事業の優先度を厳しく点検し、経常経費の削減を図る。
【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】 類似団体平均を下回っているのは、職員定員管理の徹底のほか、村営の病
院や保育所などの施設を持たないことも要因の一つになっている。施設管理においては、広く指定管理者制度を採用して
いるものの、今後は各種施設の老朽化に伴う維持補修関係経費の増額が見込まれていること、さらに来年度が契約最終
年度となることから、これまでの実績検証、利用料金制移行へ向けた比較を行い、更なる経費削減に向け取り組んでいく
必要がある。
【ラスパイレス指数】 平成20年度のラスパイレス指数は、類似団体平均を1.5ポイント上回る。これは、他市町村に比べ、管
理職への登用年齢が若かったこと、昭和40年代の特別昇給の運用が厚遇だったことによるものであるが、2～3年以内

にこれらの職員が退職するため、その後は類似団体の平均以下になる見込みである。
【人口1人当たり地方債現在高】 前年度から約6千円減っている。地方債現在高のピークを平成15年度に終えていること、今
後しばらく人口の維持が予想されていることから、プライマリーバランスの黒字化を維持していくことにより、人口1人当たりの
地方債現在高は引き続き逓減していくものと見込まれる。
【実質公債費比率】 類似団体の平均的な値となっている。平成14年度から稼動したごみ処理施設建設に伴う地方債の償還
等により、公債費が増えたことで3ヵ年の平均数値である実質公債費比率が昨年度より0.5ポイント増となっている。平成18年
度が公債費のピークであったため逓減が見込まれるが、今後もプライマリーバランスの黒字化を図り、安定的な行財政運営
に努めていく必要がある。
【人口1,000人当たり職員数】 類似団体の中でも少ない部類に入る。病院や保育所といった持たないこともその要因の一つと
なっている。定員管理の適正化については、来年度から適用する第3次滝沢村定員管理計画の中で実施する。本計画で
は、平成24年度までの5年間の削減目標を7名と定め、引き続き定員管理を進めることとしている。



歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 岩手県 滝沢村

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【経常収支比率】 前年度から0.8ポイント増加し、類似団体における平均的な値となった。分流式下水道等に要
する一般会計から繰出金について、基準に基づき算定したことによる経常経費増が主な要因となっている。今
後も事務事業の見直しを更に進めるとともに、全ての事務事業の優先度を厳しく点検し、経常経費の削減を図
る。
【人件費】 比率としては類似団体平均27.0％に対し、23.3％と低めの数値となっている。人件費の増要因として
は、副村長を置いたこと、参議院選挙ほか2選挙が行われたことが要因であり、今後減少することが見込まれ、
さらに2～3年中にラスパイレス指数の低下が見込まれる。今年度作成した定員管理計画により、今後も適正な
人員管理を図る。
【物件費】 類似団体における平均的な値となっている。溶融施設の管理方法の見直しにより電気料が減額と
なったが、ごみ受入れによる委託料の増額が物件費全体の増額要因となっている。今後も継続的に一部事務
組合化へ向けた検討を行う。
【扶助費】 経常的支出に占める扶助費の割合は類似団体と比較して3.1ポイント高く、他の指標と比較しても大
きい。これは保育所が全て民営となっていることに起因する。また、障害者自立支援法及び児童手当拡充など
制度等によるものの影響が大きい。
【公債費】 ごみ焼却施設建設の起債償還が平成16年度から始まり、18年度に公債費のピークを過ぎたものの
19年度18億円であるため、類似団体と比較して3.4ポイント上回っている。徐々に減少していく計画ではあるが、
今後もプレイマリーバランスの黒字化を堅持する。
【その他】 今年度作成した財政計画において、集中改革プランを更に加速させるアクションプランを作成し、滞
納整理の強化、事務事業の統合、道路、施設の計画的な実施などで平成20、21年で約1億1千6百万円の削減
を見込み、健全化の維持に取り組むこととしている。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,234,315 42,158 61,566 ▲ 31.5
賃金（物件費） 44,017 831 4,205 ▲ 80.2
一部事務組合負担金（補助費等） 430,343 8,120 7,620 6.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 143 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 32,897 621 2,851 ▲ 78.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 115,932 2,187 1,227 78.2
▲退職金 ▲ 133,721 ▲ 2,523 ▲ 5,824 ▲ 56.7
合計 2,723,783 51,393 71,789 ▲ 28.4

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 4.81 7.02 ▲ 2.21
ラスパイレス指数 97.1 95.6 1.5
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,820,561 34,351 32,851 4.6

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 9 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 320,463 6,047 10,088 ▲ 40.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

48,066 907 3,876 ▲ 76.6

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

8,362 158 1,484 ▲ 89.4

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 16 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,327,415 ▲ 25,046 ▲ 27,148 ▲ 7.7

合計 870,037 16,416 21,175 ▲ 22.5
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 岩手県 滝沢村

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,633,539 31,220 ▲ 62.3 47,639 ▲ 11.9 ▲ 50.4

うち単独分 858,652 16,411 ▲ 34.7 31,831 ▲ 13.3 ▲ 21.4

1,246,763 23,699 ▲ 24.1 45,066 ▲ 5.4 ▲ 18.7

うち単独分 867,703 16,494 0.5 32,800 3.0 ▲ 2.5

1,766,057 33,442 41.1 42,971 ▲ 4.6 45.7

うち単独分 1,015,660 19,232 16.6 27,006 ▲ 17.7 34.3

883,372 16,731 ▲ 50.0 41,759 ▲ 2.8 ▲ 47.2

うち単独分 554,364 10,500 ▲ 45.4 25,833 ▲ 4.3 ▲ 41.1

1,724,236 32,533 94.4 36,358 ▲ 12.9 107.3

うち単独分 1,013,631 19,125 82.1 21,039 ▲ 18.6 100.7

過去５年間平均 1,450,793 27,525 ▲ 0.2 42,759 ▲ 7.5 7.3

うち単独分 862,002 16,352 3.8 27,702 ▲ 10.2 14.0

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 岩手県 滝沢村

当該団体値 類似団体平均値



人件費関係比較データ

①人件費基礎データの比較
当該団体 類似団体平均 対比（差引） 全国市町村平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 4.81 7.02 ▲ 2.21 7.82 ▲ 3.01
ラスパイレス指数 97.1 95.6 1.5 95.0 2.1

②人口１人当たり決算額の比較

当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％） 全国市町村平均（円） 対比（％）
議員報酬手当 113,783 2,147 2,421 ▲ 11.3 1,735 23.7
委員等報酬 142,653 2,692 2,290 17.6 3,266 ▲ 17.6
市町村長等特別職の給与 31,946 603 1,070 ▲ 43.6 532 13.3
職員給 1,530,893 28,885 42,011 ▲ 31.2 50,672 ▲ 43.0

基本給 988,363 18,649 27,592 ▲ 32.4 33,005 ▲ 43.5
給料 955,887 18,036 26,067 ▲ 30.8 30,506 ▲ 40.9
扶養手当 32,476 613 843 ▲ 27.3 948 ▲ 35.3
地域手当 - - 683 - 1,551 -

その他の手当 542,530 10,237 14,098 ▲ 27.4 17,609 ▲ 41.9
住居手当 13,401 253 362 ▲ 30.1 551 ▲ 54.1
通勤手当 24,772 467 291 60.5 607 ▲ 23.1
単身赴任手当 - - 0 - 2 -
特殊勤務手当 251 5 48 ▲ 89.6 175 ▲ 97.1
時間外勤務手当 60,308 1,138 1,285 ▲ 11.4 1,776 ▲ 35.9
宿日直手当 1,016 19 33 ▲ 42.4 23 ▲ 17.4
管理職員特別勤務手当 - - 9 - 10 -
休日勤務手当 1,309 25 77 ▲ 67.5 251 ▲ 90.0
管理職手当 22,995 434 668 ▲ 35.0 702 ▲ 38.2
期末勤勉手当 394,757 7,448 11,012 ▲ 32.4 13,122 ▲ 43.2
寒冷地手当 17,016 321 75 328.0 94 241.5
児童手当 6,705 127 181 ▲ 29.8 193 ▲ 34.2
その他 - - 57 - 104 -

臨時職員給与 - - 321 - 58 -
地方公務員共済組合等負担金 271,525 5,123 7,616 ▲ 32.7 8,914 ▲ 42.5
退職金 133,721 2,523 5,824 ▲ 56.7 8,923 ▲ 71.7

退職手当 - - 431 - 6,312 -
退職手当組合負担金 133,721 2,523 5,393 ▲ 53.2 2,610 ▲ 3.3

恩給及び退職年金 - - 17 - 37 -
災害補償費 1,442 27 53 ▲ 49.1 79 ▲ 65.8

地方公務員災害補償基金負担金 1,442 27 45 ▲ 40.0 66 ▲ 59.1
その他 - - 8 - 13 -

職員互助会補助金 - - 62 - 100 -
その他 8,352 158 203 ▲ 22.2 324 ▲ 51.2
人件費合計 2,234,315 42,158 61,566 ▲ 31.5 74,581 ▲ 43.5
事業費支弁に係る職員の人件費 115,932 2,187 1,227 78.2 1,528 43.1

普通建設事業費 96,856 1,828 1,204 51.8 1,498 22.0
災害復旧事業費 19,076 360 20 1,700.0 28 1,185.7
失業対策事業費 - - 4 - 2 -

物件費 賃金 44,017 831 4,205 ▲ 80.2 3,137 ▲ 73.5
一部事務組合負担金 430,343 8,120 7,620 6.6 4,080 99.0
公営企業（法適）等に対する繰出し - - 143 - 1,044 -

投資・出資金・貸付金 公営企業（法適）等に対する繰出し - - 0 - 13 -
繰出金 公営企業（法非適）等に対する繰出し 32,897 621 2,851 ▲ 78.2 2,550 ▲ 75.6
人件費関係合計 2,857,504 53,916 77,613 ▲ 30.5 86,933 ▲ 38.0
職員給の目的別内訳 1,530,893 28,885 42,011 ▲ 31.2 50,672 ▲ 43.0

議会関係 28,702 542 715 ▲ 24.2 500 8.4
総務関係 453,135 8,550 9,546 ▲ 10.4 9,622 ▲ 11.1
税務関係 157,872 2,979 2,933 1.6 2,710 9.9
民生関係 141,929 2,678 8,770 ▲ 69.5 10,443 ▲ 74.4
衛生関係 142,404 2,687 3,364 ▲ 20.1 5,864 ▲ 54.2
労働関係 11,381 215 54 298.1 61 252.5
農林水産業関係 89,322 1,685 1,874 ▲ 10.1 1,672 0.8
商工関係 65,571 1,237 628 97.0 876 41.2
土木関係 121,432 2,291 3,069 ▲ 25.4 4,431 ▲ 48.3
消防関係 18,127 342 2,605 ▲ 86.9 5,170 ▲ 93.4
教育関係 301,018 5,680 8,453 ▲ 32.8 9,322 ▲ 39.1

補助費等

人口１人当たり決算額当該団体決算額
（千円）

人件費関係内訳

岩手県 滝沢村

1



財政状況等一覧表（平成１９年度）

（単位：百万円）

滝沢村 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

5,817 2,717 467 9,001

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 14,672 14,371 301 263 574 16,925

一般会計等 14,570 14,269 301 263 16,925

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

水道事業会計 849 707 142 732 25 2,182 137 法適用

下水道事業特別会計 1,306 1,261 45 28 345 6,626 4,055

農業集落排水事業特別会計 68 67 1 1 58 492 433

国民健康保険特別会計 4,400 4,144 256 256 291 － －

老人保健特別会計 3,006 2,952 54 54 273 － －

介護保険特別会計 1,863 1,851 12 12 342 － －

介護保険介護サービス事業特別会計 15 15 0 0 9 － － 単位未満収支あり

雫石町・滝沢村介護認定審査会共同設置特別会計 14 13 1 1 8 － －

公営企業会計等　計 1,084 9,300 4,625

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

盛岡地区広域行政事務組合（一般会計） 5,603 5,560 44 44 － 951 35

盛岡地区衛生処理組合（一般会計） 506 501 5 5 － 2,338 1,015

岩手県市町村総合事務組合（一般会計） 17,125 16,249 875 875 1,440 － －

岩手県市町村総合事務組合（交通災害共済事業会計） 199 180 19 19 25 － －

岩手県後期高齢者医療広域連合（一般会計） 984 967 17 17 － － －

一部事務組合等　計 960 3,289 1,050

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

滝沢村体育協会 △ 1 81 37 36 － － － －

地方公社・第三セクター等　計 37 36 0 0 0 0

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 922

減 債 基 金 336

その他充当可能基金 312

充 当 可 能 基 金 計 1,570

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成18年度

A
平成19年度

B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成18年度
A

平成19年度
B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 2.76 2.91 － △13.52 △ 20.00 88.3

連 結 実 質 赤 字 比 率 14.96 △ 18.52 △ 40.00 7.9

実 質 公 債 費 比 率 11.5 12.0 0.5 25.0 35.0 10.8

将 来 負 担 比 率 78.8 350.0

財 政 力 指 数 0.59 0.61 0.0

経 常 収 支 比 率 87.3 88.1 0.8

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示しており、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　２．「資金不足比率」の早期健全化基準に相当する「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
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当該団体から
の出資金

当該団体から
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当該団体からの
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